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要   旨 

 国土交通省の「全国海の再生プロジェクト」において、重要な取り組みと位置づけ

られている海域環境の改善や環境モニタリングを推進するための研究として「都市臨

海部に干潟を取り戻すプロジェクト」「海辺の自然再生のための計画立案と管理技術に

関する研究」を実施している。 

これらのプロジェクトでは、干潟造成に関する産学官の共同実験、汽水域における

住民参加型の観測・実験、事例研究やシンポジウムによる計画・管理手法の考え方を

整理した。 

海辺の自然再生においては、現状把握、目的設定、手法開発だけでなく、「順応的管

理手法」のような自然再生の計画・管理を推進するシステムが不可欠である。 

 

 

 
1. 港湾事業における環境への取り組み 

1.1 シーブルー事業 

1980 年代、高度成長期以降に顕在化した有害物質による汚染等に対する規制を含め

た公害対策が一段落したものの、富栄養化、赤潮の発生、悪臭、底層水の貧酸素化な

ど有機物質による「汚濁」は改善されていない時代に、シーブルー計画は策定された

（シーブルー･テクノロジー研究会, 1989）。それは、個別具体のシーブルー･テクノロ

ジーとして提唱される海水浄化技術を組み合わせて、利用形態に応じた清澄な水質環

境を実現することを目的としたものである。 

シーブルー事業を総括すると、

環境修復を目指した個別政策の実

施であったと位置づけられる。そ

の目標は水質（透明度、ＣＯＤ）

の回復であり、事業による環境の

「改変」と「創造」による「環境

改善」を目指していたと位置づけ

られる。そうした段階においては、

局所的な現象解明に重点が置かれ、

施策の個別評価のための技術開発
図－１：シーブルー事業のイメージ（覆砂）
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が優先して行われた（図－１）。 

 

1.2 エコポート事業 

1990 年代に入り、運輸省はエコポート政策を策定した。エコポート政策においては、

水質の「汚染」は少なくなってきているものの、いまだ改善されない「汚濁」に対し

ての環境改善の方向性に関する理念が提示された（運輸省港湾局, 1994）。それに合う

ように、各事業者が地域性を考慮して具体の方策を立案するという性能規定型の環境

改善方策を導出することを目的としたものである。すなわち、自然生態系の「改変」・ 

「創造」から一歩踏み出した「機

能の強化」を目指した大きな変化

であったと位置付けられる。 

こうした「機能の強化」を目標

とするためには、機能の定量化を

する必要があり、環境シミュレー

ションや生態系モデルの役割も、

個別施策の評価から、施策による

場の機能の変化の評価や予測に重

点がおかれるようになったと言え

る（図－２）。 

 

1.3 自然再生事業 

1999 年 12 月に港湾審議会から経済・社会の変化に対応した港湾の整備・管理のあり

方についての答申が出された。その中で物流面等ばかりでなく、自然環境・環境配慮

等の面からも広域的視点の重要性がクローズアップされている。つまり、環境問題の

マクロ化である。それと同時に、干潟や藻場といった生態系の創出を含む環境保全・

創造のための生態系機能の評価や推定といったミクロ化された環境問題も重要な検討

課題と指摘されている。 

そうした背景を受け、国土交通省港湾局では『環境と共生する港湾（エコポート）

を目指し、豊かな生態系を育む自然再生型事業を総合的に展開する』とした、港湾環

境政策 2001 を発表した（港湾局, 2001）。自然「再生」に向け、「強化」「創造」され

た生態系が機能し、自己回復力を発揮できるための管理手法、システムについて検討

が始まったところである。 

こうした検討は、政府全体の、2001 年の環の国づくりの政府方針の発表、2002 年の

新・生物多様性国家戦略の策定、自然再生法の成立といった動きとも連動しているも

のである。 

 

図－２：エコポート事業のイメージ 
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2. 自然再生の目標設定 

2.1 自然再生の定義 

自然再生に対して抱くイメージや期待する事業は、主体や地域、時期などによって

異なっている。ここで、国内外における自然再生の定義について、国際航路会議およ

び、自然再生推進法における検討例を示し、自然再生のプロセスについて考えてみた

い。 
 
（１）国際航路会議の例 

欧州・米国を中心とする国際社会に向けて、外航・内航の港湾・航路整備について

の技術指針を発信している国際航路会議の「湿地再生についての技術ガイドライン」

の中では、表－1 のように、改変・創造・改善・修復・強化・再生（狭義）・再生（広

義）（それぞれ原文は、 Reclamation、 Creation、 Remediation、 Rehabilitation、 
Enhancement、  Regeneration、  Restoration）が定義されており、再生は、これら
人間活動による自然への働きかけすべてを含む上位概念として定義された（PIANC, 
2003：古川, 2002）。 

 

表－１：自然再生にかかわる言葉の定義（PIANC, 2003 より作成） 

湿地の環境を改善し、造りだし、変化させることを”Restoration”と呼び、以下のよ

うな活動を含む概念として用いる。 

Reclamation 人手により水域を平均水面以上の陸域に変えること（改変） 

Creation 人手によって湿地でない場所を湿地とすること（創造） 

Remediation 汚染された湿地における汚染物質の浄化（改善） 

Rehabilitation 損害を受け、制限されている生態系の機能を人手により修復するこ

と（修復） 

Enhancement 存在する湿地に対し、利用者にとっての価値を創り出すこと（強化）

Regeneration かく乱後の自然の再成長（再生） 

Restoration 上記概念を含む人間による生態系の持続性を回復させるための活動

（再生） 

 

ここで、特徴なのは、「改変：Reclamation」も「再生：Restoration」の中の一形態
として位置付けられていることである。改変も修復や創造、再生といった一連の努力

の線上にあり、ただ目標が異なるだけであるという位置付けとなっている。 
こうした再生の概念を図で示すと、図－３の様に示される。グループ I では、現状

の環境条件から生態系の持続性の高い状態に変化させ、かつ、従来存在した生態系に

類似したものを「再生」する「再生、強化、修復、改善」といった方向性を持つ。一

方、グループ II では、現在の環境条件よりも生態系の持続性の高い状態を目指すもの
の、人的な管理などによりその回復力を助ける場合であり、従来存在した生態系と必

ずしも一致しないものを「再生」する「改変、創造」といった方向性を持つ。こうし

た方向性には、どちらが優位であるといった序列は存在せず、目標の立て方（価値の

付与の仕方）により、再生の方向性が変化するということを表している。すなわち、「開

発」（改変や創造）と「再生」は、決して対立概念としては扱われていないのである。 
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（２） 自然再生推進法の例 
平成 15 年 1 月に自然再生推進法が施行され、同年 4 月に自然再生基本方針が出され

た。この中で、自然再生の定義がなされており、 

 

 

 

 

 

 

と記述されている。特徴的であるのは、前出の定義と比較して、「保全」や「維持管理」

を含めたより広範囲な定義となっている一方で、目的が「過去に損なわれた生態系そ

の他の自然環境を取り戻す」ことと限定されていることである。図－３のグループ I

が自然再生推進法における自然再生として定義されていることがわかる。 

 ただし、自然再生基本方針においては、「自然再生の方向性を考える際には、地域の

自然環境の特性や社会経済活動等、地域における自然を取り巻く状況をよく踏まえる

とともに、これらの社会経済活動などと地域における自然再生とが十分な連携を保っ

て進められることが必要」であることが示されており、目標のグループ II への拡張も

ありうるとも解釈できる。どのような自然再生の定義となるのかは、今後の事業の適

用例の積み重ねにより明確になっていくのかもしれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自然再生のガイドライン 

上記のように、自然再生を目指すための個別具体の目標は、それぞれの地域性、場

の特殊性などを考慮して立てられるべきである。そのためには、予め決められた統一

的な目標を設定するのではなく、目標設定のための前提条件が重要になってくる。例

えば、国際航路会議の「湿地再生についての技術ガイドライン」においては、 

「自然再生」とは、過去に損なわれた生態系その他の自然環境を取り戻すことを目的として、関

係行政機関、関係地方公共団体、地域住民、特定非営利活動法人、自然環境に関し専門的知識を

有する者等の地域の多様な主体が参加して、河川、湿原、干潟、藻場、里山、里地、森林その他

の自然環境を保全し、再生し、若しくは創出し、又はその状態を維持管理することをいう（自然

再生推進法、第 2 条から抄録）。 

再生（修復、改善、強化、創造)

強化

創造

改変

無計画な

改変

高い

生態系の
持続性

低い

自己修復能力が
発揮されている

管理することによ
って持続している

自然の回復力を
を管理により援助

ほうっておくと荒
廃してしまう状態

類似 元の生態系からの変化 相違

グループ Ｉ

グループ ＩＩ

現状

図－３：自然再生の概念図（国際航路会議の例） 
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・ 再生することの前に、まず保全する手立てがないか検討する 

・ 常に流域圏のスケールを意識する 

・ 長期的な管理が必要であることを認識する 

・ 再生のプロセスには、地域住民、関係者の参画が不可欠である 

・ 近隣、遠隔地への影響も考慮する 

・ 順応的管理手法が有効である 

・ 明確な目標設定、評価基準が必要である 

などが、目標設定のためのガイドラインとして示されている。そして、その実現の鍵

となるプロセスとして、戦略的計画の立案と順応的管理の実現の重要性が指摘されて

いる。 

 

2.2 目標達成に必要な仕組み 

（１）戦略的計画：Strategic Planning 

戦略的計画とは、今まで個別に状況把握、目標設定、行動計画、実施、維持管理が

行われてきた事業実施の計画を改め、各段階を包括的に議論し、将来的に目指すべき

目標、計画年次、必要な資源などの概要を示すものである。これを立案するためには、

環境影響評価や自然科学研究の成果、関係者からの情報提供などを含めて幅広い条件

を考慮する必要がある。 

 そのためには、状況把握、目標設定、行動計画、実施、維持管理（評価）、フィード

バック等の段階的なアプローチの中で、下記のような配慮が必要とされている。 

a) 状況把握：現況の把握や戦略的環境影響評価（SEA）による目標設定への根拠提示 

b) 目標設定：環境の機能などを用いた指標により目標の定量化および、この目標につ

いて、達成の戦略、優先度、達成方法、関係機関の役割分担、計画や資源の配分に

ついての合意形成 

c) 行動計画：影響予測や評価指標の確立、管理手法などと整合を取った詳細設計 

d) 実施：工事施工に伴う環境影響に配慮した施行 

e) 維持管理（評価）：定期的な維持管理の実施および各段階での現況判断を経て、最

初の状況把握の段階にフィードバック 

戦略的計画においては、こうした過程を重視した計画立案を提唱しており、そのな

かで、フィードバックの機構として有効視されているのが、順応的管理手法である。 

 

（２）順応的管理：Adaptive Management 

 順応的管理とは、計画地だけでなく、他所への影響も含め、計画時に予想できなか

った変化やコントロール不可能な状況が発生した場合において、最新の情報と最新の

技術を適用し、必要な修正を行っていくことを目指した管理手法である。 

  順応的管理の一例として、図－４のように、次の手順が提案されている（RAMSAR, 

2003）。 

・ 管理目標を設定する 
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・ 最新・最適の情報を用いて適切な管理手法を導入する 

・ 目標が達成されているかどうかをモニタリングする 

・ 目標が達成されていなければ、管理手法を修正する。必要であれば目標を修正す

る。 

こうした手順は、あらかじめ決めた間隔で実行されるべきものであり、その期間は

１－２年から５年程度と、様々なケースが考えられている。 

こうした順応的管理を実施することにより、自然再生事業の実施者・管理者は、経

験から学ぶこと、特性に影響する要因の変化に対応すること、管理手法を継続的に改

善すること、管理が適性になされていることを示すことなどが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 順応的管理の例（古川ら, 2005 より） 

 

2.3 東京湾再生計画 

平成 13 年 12 月に内閣府都市再生本部は都市再生第３次決定として、東京湾を対象

に「海の再生」施策を取り上げた。国土交通省は、環境省・湾岸７都県市などと検討

協議会（東京湾再生推進会議）を作り、翌年６月に中間報告をまとめ、「東京湾再生の

ための行動計画」として平成 15 年 3 月に発表した（図－５）。 

この行動計画における順応的管理の構造を見てみると、１）包括的目標（環境計画）

の設定、２）具体的な行動計画・事業実施方針の策定、３）目標達成基準による管理

という３層構造になっていることが分かる。 

すなわち、「快適に水遊びができ、多くの生物が生息する、親しみやすく美しい「海」

を取り戻し、首都圏にふさわしい東京湾を創出する」という目的が設定されている。

この目的（Goal）を実現するために、陸域負荷の削減、海域における環境改善対策、

目標達成基準
による管理

個別目標

管理手法の
レビュー

管理手法の
設定・改善

モニタリング

包括的目標
（環境計画）

具体的な行動計画・
事業実施方針

目的レベル１

レベル２

レベル３
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東京湾のモニタリングの３つの柱による行動計画（個別目標、Objectives）が設定さ

れている。さらに、重点エリアが設定され、その中に７箇所のアピールポイントを設

けることで、目標達成基準（Performance Standard）によるモニタリングとレビュー

による事業の管理が行われている。 

このように３層構造の順応的管理を適用することで目的と行動計画、その評価の区

分が明確になり、順応的管理が無制限に目的を変更する手段となることが抑制され、

システム化が図られているのである。同時に、目的達成のための行動計画、管理手法

への最新の科学技術、社会状況の反映が可能になる。このように、順応的管理は、環

境緩和策や自然再生施策としての２面性をもつ沿岸域環境施策に対して、目的主体に

取り組み、強力に推進していくツールのひとつとなる可能性を秘めていると考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 東京湾再生計画の重点エリア（重点エリアは、東京湾西岸沿いの河川の河口

部、埋立地、浅瀬を含む領域に設定されており、前述したように、このエリアはアサ

リ生息場間の強いつながり【生態系ネットワーク】の重要な位置にあたる可能性が高

い領域である。） 

  

3. プロジェクト研究「沿岸域における包括的環境計画・管理システムに関する研究」 
沿岸域における人間活動の利害双反、人間活動による環境への圧力、人間活動に対する

自然の脅威は高いものとならざるを得ず、我が国社会は沿岸域の問題に対して背を向ける

ことが許されない。これらの問題を克服するために総合的な沿岸環境計画の策定が急務で

あり、一部、前出のように湾域毎の再生計画（東京湾再生計画、大阪湾再生計画等）が策
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定されてきている。 
 一方、その実現に向けての手法としては、海の自然再生ハンドブックや自然共生型海岸

づくりの進め方で記述されている「包括的計画」や「順応的管理」といった新たな視点が

提示されている。その具体的な運用に対しては、関係主体との目的の合意や沿岸域の持続

的利用に関して、手法開発（マニュアル化）や運用指針の確立が整備局などから要請され

ている。 
 また、海岸保全の観点からも海岸保全施設が海岸環境に与える影響を体系的に把握し、

海岸保全事業における自然共生・保全評価を行う必要がある。 
 このような背景を踏まえ、沿岸域における包括的な再生計画（東京湾再生計画、大阪湾

再生計画等）における自然再生手法、環境モニタリング手法等の効果的な実施を目指し、

その計画のあり方や技術の活用のための計画・管理システムについて、沿岸域におけるユ

ーザドリブンな計画・管理モデルに関する研究を実施する。 
 
3.1 都市臨海部に干潟を取り戻すプロジェクト 

当該プロジェクト研究の中で「都市臨海部に干潟を取り戻すプロジェクト」を平成

15 年度より実施している。これは、当該プロジェクトの実践的研究として、阪南２区
整備事業により造成された干潟において干潟の安定性に関する実験や、生物の定着に

関する実験に関する共同研究を実施するものである。 
このプロジェクトは、市民が親しめる干潟を都市臨海部に再生しえることを実証す

るために、干潟、海草・海藻場、ヨシ原が持つ海水浄化機能や生物生息機能等を再生・

強化する自然再生技術の確立を目指したものである。 
プロジェクトを推進するために、運営検討会と技術検討会を組織し、運営検討会は、 
・実験場の整備計画と実験計画の調整 
・実験実施状況の報告 
・大阪湾シンポジウム（仮称）の開催 
・成果の公表に係る事項 

等を検討・情報共有する場として位置付け、技術検討会は、 
・実験計画の立案 
・実験参加者間の調整 
・調査経過の情報交換 
・成果のとりまとめ、公表に関する事項 

等を検討・情報共有する場とした。 
２つの検討会により各実験の詳細計画を立案し、具体的な専有面積や形状が詳細に

確定していく段階で、随時情報交換を行い、実験内容およびその配置を検討していっ

た。情報交換には、会合や電話連絡、E-mail の他に、インターネット上にコミュニケ
ーション用のサイトを立ち上げ、合意事項の掲載、実験情報の交換、現場への立ち入

り調整等を行った。 
この結果、干潟全域を対象として貧酸素水塊の発生や波浪・流れ・水質などの干潟
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環境の基礎調査（国総研）、干潟を取り巻く物質循環の調査（大阪市立大）、侵食・堆

積・地盤沈下などの干潟地形の変化過程の調査（堺ＬＮＧ、大阪市立大、国総研）、干

潟で出現する幼稚魚、エビ・カニなどの水生生物調査（大阪府立水試）、日本野鳥の会

の協力による干潟に飛来する鳥類の調査（大阪府港湾局）を実施することとした。 
また、民間共同研究グループでは、干潟地形の安定化、干潟土壌の最適化、生物の

多様化など干潟造成技術の高度化に関する技術開発を行うため、河川水の供給がほと

んどない干潟におけるヨシ移植実験（鹿島・大成）、竹、石などの自然素材による干潟

地形安定工法の実験（鹿島・大成）、造成干潟の上に浚渫泥を充填したミニ泥干潟を設

置し浚渫土砂を利用した泥干潟の性能を調べる実験（五洋）、礫、玉石、混合土などの

各種材料で置換した干潟の地形変動や生物定着を調べる実験（東洋）、造成干潟の地先

浅海部におけるアマモ造成実験（東洋）を図－６に示すように配置し、実施すること

とした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－６ 調査ゾーン確定案（平成 16 年 3 月実験開始時） 

 
3.2 海辺の自然再生のための計画立案と管理技術に関する研究 

海の自然再生にとって、干潟・浅場・海浜・磯場・河口部等の海辺空間は、豊かな

海の生態系を支える機能を持つ重要な場であるが、海陸境界に位置するため、自然変

動が大きいことに加え、市民活動の影響を受けやすく、こうした環境変化に敏感な場

でもある。 

こうした、海辺の自然再生を推進するため、（１）海陸境界部における環境の影響伝

搬（インパクト・レスポンスフロー）の解明、（２）局所生態系（マイクロハビタット）

の消長観測と形成技術開発を行い、（３）これらの知見を踏まえて包括的計画の立案手

干潟完成直後の航空写真干潟完成直後の航空写真

アマモ場造成実験：水深の深い部分(1-2 m)で造成
実験を予定しています。写真は移植用の苗を室内
で育てている様子です。他に播種シートによる種蒔
きも行います。（東洋建設）

アマモ場造成実験：水深の深い部分(1-2 m)で造成
実験を予定しています。写真は移植用の苗を室内
で育てている様子です。他に播種シートによる種蒔
きも行います。（東洋建設）

干潟に様々な構造物を設置することで、地形を安定
化させる工法の開発を行っています。（鹿島建設・
大成建設）

干潟に様々な構造物を設置することで、地形を安定
化させる工法の開発を行っています。（鹿島建設・
大成建設）

泥干潟実験タンクの設置：造成干潟の上に泥（浚
渫土）を充填したミニ干潟を設置し、異なる地盤高
での生物定着や地形変化を観察しています。（五
洋建設）

礫浜完成状況：角礫や玉石の設置，配置時の密
度を変化させた礫浜をつくり、地形変動，環境調
査を実施します。その奥には、土嚢で囲われた
領域に造成した混合土エリアもあります。（東洋
建設）

礫浜完成状況：角礫や玉石の設置，配置時の密
度を変化させた礫浜をつくり、地形変動，環境調
査を実施します。その奥には、土嚢で囲われた
領域に造成した混合土エリアもあります。（東洋
建設）

ヨシの移植状況：潮のかぶらない地盤の高い領域
にヨシ原を造成する試みを行っています。（鹿島建
設・大成建設）

ヨシの移植状況：潮のかぶらない地盤の高い領域
にヨシ原を造成する試みを行っています。（鹿島建
設・大成建設）

水質調査：貧酸素水塊の発生や波浪・流れ等の生
物環境の基礎調査を行っています。（国総研・大阪
市立大学）

水質調査：貧酸素水塊の発生や波浪・流れ等の生
物環境の基礎調査を行っています。（国総研・大阪
市立大学）
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法を開発するとともに、自然変動や生態系回復の不確実性に対処する順応的管理技術

の開発を行うことを目的として、平成 17 年度から本研究が開始された。 

平成 17 年度には、背後に東京を抱え、周辺は京浜工業地帯である典型的な都市臨海

部である京浜運河において、底生生物を指標として、自然再生の可能性および自然再

生の場として留意すべき点に対する検討を行った。 

京浜運河においては、平均干潮面から約±50cm の場所には底生生物が豊富に生息し

ていた（図－７）。このことは、京浜運河は底生生物の分布を期待する自然再生の場と

しての自然再生のポテンシャルを有しており、平均干潮面から約±50cm という場所は

底生生物の生息が可能な環境であることを示している。アサリに関しては、低塩分水

域は生息場としては適していないことが示された。したがって、アサリ再生を目的す

るような自然再生の場合には、運河内に流入する下水等の淡水流入に配慮する必要が

ある。 

調査結果からはアサリの分布も確認され、運河部特有の水路地形に依存した浮遊幼

生の移流・滞留がアサリ分布に影響していると推測された。依然、数値実験や京浜運

河内のアサリの浮遊幼生の分布の把握により、正確な議論を必要とするが、運河部に

おける自然再生の可能性を考える上で、浮遊幼生による生物ネットワークを考慮し、

運河部の水平・鉛直に分布する水塊構造を考慮する必要があると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ マクロベントスの出現個体数(左）、種類数(右) 
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3.3 東京湾シンポジウムの開催 

こうした研究を進めるにあたって、「東京湾シンポジウム」を開催し、東京湾の環境

上の問題点の指摘（第 1 回、第 2 回）、再生の計画や内外の事例の紹介（第 2 回、第 4

回）、モデル化や評価技術の検討（第 2 回、第 3 回、第 5 回)、自然再生の試みと評価

（第 2 回、第 3 回、第 4 回）、ソフト的アプローチ（第 5 回）などについて議論・話題

提供し、研究の遂行・成果の発表に活用してきた。第 6 回において、本プロジェクト

研究の研究進捗状況の発表を行うとともに、東京湾の環境グランドデザインに関する

議論を行った（図－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 第１回から第６回の東京湾シンポジウム報告書 

(http://www.meic.go.jp より入手可能) 

 
第 6 回において東京湾環境グランドデザインを発表した（図－９）。これは、東京湾

再生のために取り組みとして国・自治体関係者、漁業者、環境ＮＰＯ、研究者などの

方々と共に討議されたものである。本提言は、本プロジェクト研究の最終的なまとめ

となると共に、東京湾再生推進会議など東京湾に関わる行政主体への具体的提言とし

て、また、今後の研究の方向性の確認に資する概念整理として活用していくべきもの

と考えている。 

 

第３回自然再生の方法

第4回評価・モデル化 第５回地域における
自然再生

第2回研究の方法第1回：課題の抽出

第６回東京湾の再生
に向けて
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図－９ 東京湾環境グランドデザイン 

4. おわりに 

今後、港湾の環境修復事業は、「自然再生」「沿岸域総合管理」等の軸を中心に実施

されていくことが期待されている。そのためには、自然再生の具体的な目標作り、事

業を実施するためのシステム作りが重要であり、それらを総合化した戦略的計画が必

要となってきていると感じられる。そのための手法として「順応的管理」が注目され

ている中で、個別の技術開発に加え、自然再生のシステムとして総合化するための技

術開発が研究者に求められていると感じている。 
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背後都市の市民が快適に憩え，多様な生物を
涵養する生息場があり，健全な物質循環が保
たれている東京湾の形成推進を図る．

包括的目標

行動計画

１．人と海のつながりの再生
（１）東京湾における海と人の繋がり，地域における海への思い入れの収集・共有
（２）海と人の繋がりをもてる場の保全・創出・機能強化
（３）将来世代（子供）への継承
（４）行政のセクターを越えた協働
（５）工場跡地の再生などの陸と一体となった，地域の活力を目指した再生

２．適材適所の生物生息場の開発
（１）生息場適地のリストアップ，マップ化，ゾーニング
（２）生息場造成・維持管理技術の開発
（３）水辺の特徴を生かした，様々なスケールの場作り．
（４）現場実験の試行（行動計画の実現）
（５）汽水域・干潟，二枚貝，アマモ場に着目した場作り

３．物質循環の健全化のための施策応援
（１）物質循環のモニタリングの継続（HFレーダ，定点観測，特異現象の研究）
（２）合流式下水道の改善施策の有効性の検証の継続
（３）広域の連携の推進
（４）透明度向上のための施策，技術の開発
（５）漁業活動（水産資源）と物質循環（環境）との連関への着目

１．「東京湾」が人の話題になる回数の増加
（子供が海に触れる機会の増大：家庭での話題，環境教育）
（情報の得やすさの改善：
マスコミへの発信，環境データベースの整備，
シンポジウムの開催，東京湾を紹介する本の作成）

２．東京湾における自然再生事業の実施支援
（具体的な事業の実現箇所，面積，種類の提案，評価）
（改善目標としての透明度，溶存酸素量のモニタリング）
（透明度，溶存酸素量改善のための技術開発，政策ツールの開発）
（健全な生態系の再生・創出・強化）

３．関連研究成果の発信
（特異現象の発見・解明）
（検証済み技術・施策の広報・共有）

評価基準

自然干潟

物質循環，流れ，ポテンシャルを活用する

流れによるネットワーク ポテンシャルを生かした
ネットワーク

生態系の創出

37

海岸管理者の資質

海岸管理者は物理・化学を勉強してきた

海岸管理者は生物を勉強してきた

海岸管理者は歴史・文化を知る必要がある

昭和は防災の時代

２０世紀末は環境の時代

２１世紀は地域・人の時代

対象流域と水物質循環に係わるデータ

◎検討対象流域 左記流域を対象に水物質循環モデルに
必要なデータを収集・作成した。

：モデル検証対象地点（水量、水質）

流域情報 観測データ

土地利用

人口

河川網

給排水網

汚濁源

・・・・・

水質

流況

降水量

水温

流域情報
データベース

水環境
データベース

水物質循環モデル

海水導入池とその周辺で確認された生き物
【代表的な生き物】

○現在までに50種類もの生き物を確認
○ ｳｼｴﾋﾞ・ｸﾛﾎｼﾏﾝｼﾞｭｳﾀﾞｲの珍客発見

コトヒキ

チチブ
イダテンギンポ

ウシエビ
(５５年ぶりに東京湾で発見）

クロホシマンジュウダイ
(東京湾で確認された初記録の熱帯魚）

ウミウシ トサカギンポ

葛西海浜公園

若洲海浜公園

辰巳の森
海浜公園

有明北埋立地
カニ護岸

お台場海浜公園
海域浄化実験

羽田沖浅場造成

城南島海浜公園

大井ふ頭中央
海浜公園 中央防波堤沖

シーブルー事業
（浅場造成）

◎生物にやさしい水辺空間の創出

芝浦アイランド
住民参画の生物護岸

明治時代後期のアマモ場の分布
千葉県水産総合研究センター 石井研究員作図

：アマモ場

海の豊かさを取り戻すためには、その原因者でもある

より多くの市民を主役にしなければ達成できない！

国総研・鈴木 国総研・藤田 関東j地整・佐藤

国総研・古川東京湾漁業研究所・柿野東京都・江端

海辺つくり研究会・木村

国総研・福濱
国総研・福濱

第6回東京湾シンポジウムより（敬称略）


